
２０２１年１１月吉日 

お客さま各位 

 

法人ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ「むさしのビジネス・ダイレクト」利用規定の改定のお知らせ 

 

いつも武蔵野銀行をご利用いただき、誠にありがとうございます。 

弊行では、法人インターネットバンキング「むさしのビジネス・ダイレクト」のリニューアルに伴い

２０２１年１１月２２日に『法人インターネットバンキング「むさしのビジネス・ダイレクト」利用規

定』を下記のとおり改定いたします。 

なお、改定後の規定は、すでにお取引いただいているお客さまにも適用させていただきますので  

ご了承願います。 

記 

 

１．法人インターネットバンキング「むさしのビジネス・ダイレクト」利用規定 新旧対照表 

新 旧 

＜共通利用規定＞ 

第 12条（免責事項等） 

（１）（２）（省略） 

（３）ワンタイムパスワードカードの紛失・盗

難・破損（ワンタイムパスワードカードの

性能不良等に起因する故障も含みます。）等

が生じたときから、＜サービス利用規定＞

第３条３項のワンタイムパスワードカード

の利用登録までの間に、本サービスの利用

が出来ないことによって生じた損害につい

ては、当行は責任を負いません。 

（４）  （省略） 

（５）  （省略） 

（６）  （省略） 

 

＜サービス利用規定＞ 

第１条（サービス内容） 

本サービスの契約者は、次の各種取引が利用

できるものとします。 

（１）  （省略） 

（２）一括伝送サービス（オプションサービス） 

ア．～エ．（省略） 

オ. 経費精算振込サービス 

カ. 全銀会計情報サービス 

キ．その他当行が今後追加するサービス 

 

第３条（ＩＤおよびパスワードの届出・設定・

利用登録） 

（１）管理者関連 

ア． （省略） 

イ．当行は、申込みに基づき作成した「契

約者番号」、｢管理者が使用する利用者コ

ード（以下「管理者コード」といいま

す。）｣、「管理者が使用する可変パスワ

＜共通利用規定＞ 

第 12 条（免責事項等） 

（１）（２）（省略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（３）  （省略） 

（４）  （省略） 

（５）  （省略） 

 

＜サービス利用規定＞ 

第１条（サービス内容） 

本サービスの契約者は、次の各種取引が利用

できるものとします。 

（１）  （省略） 

（２）一括伝送サービス（オプションサービス） 

ア．～エ．（省略） 

    （新設） 

（新設） 

オ．その他当行が今後追加するサービス 

 

第３条（ＩＤおよびパスワードの届出・設定） 

 

（１）管理者関連 

ア．  （省略） 

イ．当行は、申込みに基づき作成した「契

約者番号」、｢管理者が使用する利用者コ

ード（以下「管理者コード」といいま

す。）｣、および「管理者が使用する資金



ード（以下「管理者可変パスワード」と

いいます。）」を「むさしのビジネス・ダ

イレクトご利用カード」(以下「ご利用

カード」といいます。）等に記載し、契

約者の届出住所宛に郵送することによ

り通知します。 

ウ．万が一、ご利用カードを紛失した場合

や、｢管理者ログインパスワード｣ (以下

「管理者パスワード」といいます。）お

よび「管理者可変パスワード」を失念ま

たは漏洩した場合は、契約者は速やかに

当行制定の書面により当行へ届出るも

のとします。この届出があった場合に

は、当行は本サービスの全てを中止する

措置を講じます。当行への届出の前に生

じた損害については、当行は責任を負い

ません。 

エ．オ．（省略）  

（２）利用者関連 

ア．「利用者が使用するログインパスワード

（以下「利用者ログインパスワード」と

いいます。)｣、｢利用者が使用する利用

者コード（以下「利用者コード」といい

ます。)｣および「利用者が使用する可変

パスワード（以下「利用者可変パスワー

ド」は、前記２条の利用者指定時におい

て管理者が任意に設定できるものとし

ます。 

イ.「利用者が使用する可変パスワード（以

下「利用者可変パスワード」といいま

す。）」は前記２条の利用者設定時におい

て、管理者が「利用者用可変パスワード

表」を作成し、設定します。 

ウ．設定が完了した「利用者ログインパス

ワード」｢利用者コード」、作成した「利

用者可変パスワード表」(以下総称して

「利用者パスワード」といいます。)、

および「契約者番号」は、管理者が責任

を持って利用者宛通知するとともに、利

用者に対して管理者パスワードと同等

の注意を持って取扱うよう徹底させる

ものとします。 

エ．  （省略） 

オ．  （省略） 

カ．  （省略） 

（３）ワンタイムパスワード 

ア.ワンタイムパスワードとは、本サービス

の利用に際し、当行が契約者に交付する

ワンタイムパスワード生成機（以下「ワ

移動パスワード（以下「管理者資金移動

パスワード」といいます。）」を「むさし

のビジネス・ダイレクトご利用カード」

(以下「ご利用カード」といいます。）等

に記載し、契約者の届出住所宛に郵送す

ることにより通知します。 

ウ．万が一、ご利用カードを紛失した場合

や、｢管理者ログインパスワード｣・｢管

理者資金移動パスワード」(以下両パス

ワードを総称して「管理者パスワード」

といいます。）を失念または漏洩した場

合は、契約者は速やかに当行制定の書面

により当行へ届出るものとします。この

届出があった場合には、当行は本サービ

スの全てを中止する措置を講じます。当

行への届出の前に生じた損害について

は、当行は責任を負いません。 

エ．オ．（省略） 

（２）利用者関連 

ア．「利用者が使用するログインパスワード

（以下「利用者ログインパスワード」と

いいます。)｣、｢利用者が使用する利用

者コード（以下「利用者コード」といい

ます。)｣および「利用者が使用する資金

移動パスワード（以下「利用者資金移動

パスワード」といいます。)」は、前記

２条の利用者指定時において管理者が

任意に設定できるものとします。  

（新設） 

 

 

 

 

イ．設定が完了した「利用者ログインパス

ワード」｢利用者コード」｢利用者資金移

動パスワード」(以下総称して「利用者

パスワード」といいます。)、および「契

約者番号」は、管理者が責任を持って利

用者宛通知するとともに、利用者に対し

て管理者パスワードと同等の注意を持

って取扱うよう徹底させるものとしま

す。 

ウ．  （省略） 

エ．  （省略） 

オ．  （省略） 

（新設） 

 

 

 



ンタイムパスワードカード」といいま

す。）により生成・表示され、一定時間

毎に自動更新されるパスワードをいい

ます。 

イ.ワンタイムパスワードは本規定に定め

る管理者および振込等の承認権限が付

与された利用者が使用するものとしま

す。 

ウ.ワンタイムパスワードカードの所有権

は、当行に帰属するものとし、当行は本

サービスの契約者にワンタイムパスワ

ードカードを貸与します。契約者はワン

タイムパスワードカードの第三者への

貸与、占有またはこれを使用させること

はできません。 

エ.本サービスの契約者は当行よりワンタ

イムパスワードカードを受領後、当行所

定の方法により、ワンタイムパスワード

カードの利用登録を行うものとします。 

オ.管理者がワンタイムパスワードカード

を紛失または破損を生じたとき、ワンタ

イムパスワードカードが紛失、盗難、偽

造、変造等により他人に使用されるおそ

れが生じたとき、または他人に使用され

たことを認知したときは、契約者は速や

かに当行所定の書面により当行へ届出

るものとします。利用者がワンタイムパ

スワードカードを紛失または破損を生

じたとき、ワンタイムパスワードカード

が紛失、盗難、偽造、変造等により他人

に使用されるおそれが生じたとき、また

は他人に使用されたことを認知したと

きは、管理者が端末からの操作による

「ロック」の手続をとるものとします。

この場合、当行への届出は不要としま

す。 

カ.上記または前記第３条１項による届出

または「ロック」の手続があった場合は、

当行は届出の内容に応じ本サービスの

全てないし一部を中止する措置を講じ

ます。当行への届出の前または端末操作

による「ロック」の前に生じた損害につ

いては、当行は責任を負いません。 

キ. ワンタイムパスワードカードは、内臓

電池の残量が切替時期を迎えるとその

旨ワンタイムパスワードカード上に表

示されますので、契約者は端末からの操

作により新しいワンタイムパスワード

カードを申込むものとします。当行は契

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



約者からの申込みを受付けた場合、新し

いワンタイムパスワードカードを契約

者の届出住所宛に郵送します。 

ク.前記キ.により新しいワンタイムパスワ

ードカードを受領した契約者は前記エ.

にしたがって、再度ワンタイムパスワー

ドカードの利用登録を行うものとしま

す。 

第４条（本人確認） 

（１）本人確認 

ア.管理者の本人確認 

前記第３条第３項のワンタイムパスワ

ードカードの利用登録完了後は、当行は

サービス利用の都度、端末から送信され

た契約者番号・利用者コード（管理者コ

ード）・管理者ログインパスワードとあら

かじめ当行に登録された契約者番号・利

用者コード（管理者コード）・管理者ログ

インパスワードの一致を確認することに

よる本人確認を行います。 

イ.振込等の承認権限が付与された利用者

の本人確認 

当行は、本サービス利用の都度、端末

から送信された契約者番号・利用者コー

ド・利用者可変パスワード（ワンタイム

パスワード利用中は除く）・利用者ログイ

ンパスワードとあらかじめ当行に登録さ

れた契約者番号・利用者コード・利用者

可変パスワード（ワンタイムパスワード

利用中は除く）・利用者ログインパスワー

ドの一致を確認する本人確認手続に加

え、ワンタイムパスワード（ワンタイム

パスワードカード発行・再発行手続き中

は利用者可変パスワード）の一致を確認

することによる本人確認を行います。 

ウ.振込等の承認権限が付与されていない

利用者の本人確認 

当行は、本サービス利用の都度、端末

から送信された契約者番号・利用者コー

ド・利用者可変パスワード・利用者ログ

インパスワードとあらかじめ当行に登録

された契約者番号・利用者コード・利用

者可変パスワード・利用者ログインパス

ワードの一致を確認することによる本人

確認を行います。 

（２）前項の本人確認を適正に実施したうえは、

契約者番号・利用者コード（管理者コー

ド)・利用者可変パスワード・ログインパス

ワード・ワンタイムパスワードにつき不正

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条（本人確認） 

（１）当行は、本サービス利用の都度、端末か

ら送信された契約者番号・利用者コード（管

理者コード)・ログインパスワードとあらか

じめ当行に登録された契約者番号・利用者

コード（管理者コード)・ログインパスワー

ドの一致を確認することにより本人確認を

行います。また、一部のサービスについて

は、上記にあわせて、端末から送信された

資金移動パスワードとあらかじめ当行に登

録された資金移動パスワードの一致を確認

することにより本人確認を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）前項の本人確認を適正に実施したうえは、

契約者番号・利用者コード（管理者コー

ド)・パスワードにつき不正使用その他の事

故があっても、そのために生じた損害につ



使用その他の事故生じた場合、その損害に

ついては、当行は一切責任を負いません。

したがって、契約者番号・利用者コード（管

理者コード)・利用者可変パスワード・ワン

タイムパスワードは、他人に知られないよ

う契約者自身の責任において厳重に管理し

てください。当行職員がこれらの内容を尋

ねることはありません。 

（３）お客さまが、当行以外の第三者が提供す

る、お客さまの口座情報等をインターネッ

ト上で一覧表示する等のサービス（以下「外

部サービス」といいます。）を利用するため

に、契約者番号およびログインパスワード

等を第三者に開示する場合は、以下による

ものとします。 

ア.外部サービスの利用および外部サービ

ス提供者の選定等は、お客さま自身の責

任において行うものとします。 

イ.お客さまが外部サービスを利用するに

あたっては、当行は、いかなる場合にお

いても外部サービス提供者の代理人ま

たは履行補助者と見なされるものでは

ありません。 

ウ.当行は、お客さまが外部サービスを利用

するについて、いかなる義務および責任

等も負いません。 

エ.外部サービスを利用した結果、不正使用

その他の事故が生じた場合、その損害に

ついては、当行は一切責任を負いませ

ん。 

（４）契約者が、当行に登録されたパスワード

と異なるパスワードを、当行所定の回数連

続して入力した場合、当該契約者のサービ

スの利用を停止します。 

（５）契約者が、当行が保有するワンタイムパ

スワードと異なるワンタイムパスワードを

当行所定の回数以上連続して入力した場

合、当該契約者のサービスの利用を停止し

ます。 

 

第５条（ご利用カード・ワンタイムパスワード

カードの再発行） 

（１）契約者が、ご利用カード・ワンタイムパ

スワードカードの紛失・破損・盗難等によ

り、ご利用カード・ワンタイムパスワード

カードの再発行を希望する場合には、当行

所定の方法で再発行を依頼していただくも

のとします。 

（２）ご利用カード・ワンタイムパスワードカ

いては、当行は責任を負いません。したが

って、契約者番号・利用者コード（管理者

コード)・パスワードは、他人に知られない

よう契約者自身の責任において厳重に管理

してください。当行職員がこれらの内容を

尋ねることはありません。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）契約者が、当行に登録されたパスワード

と異なるパスワードを、当行所定の回数連

続して入力した場合、当該契約者の本サー

ビスの利用を停止します。 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 



ードを再発行する場合は、当行所定の再発

行手数料ならびにこれに係る消費税相当額

を支払うものとします。ただし、ワンタイ

ムパスワードカードの性能不良等に起因し

て故障し当行にそのワンタイムパスワード

カードをご提出いただく場合や、ワンタイ

ムパスワードカードの利用登録前にワンタ

イムパスワードカードの性能不良等に起因

して当行にそのワンタイムパスワードカー

ドをご提出いただいた場合は、再発行手数

料は不要です（利用者のワンタイムパスワ

ードカードを再発行する場合を除きま

す。）。 

（３）当行は再発行したご利用カードについて

は、店頭で交付、または契約者の届出住所

宛に郵送します。また、ワンタイムパスワ

ードカードについては、契約者の届出住所

宛に郵送します。再発行したワンタイムパ

スワードカードを受領した契約者は前記第

３条３項にしたがって、再度ワンタイムパ

スワードカードの利用登録を行うものとし

ます。 

（４）当行が契約者の届出住所宛に郵送したご

利用カード・ワンタイムパスワードカード

が、当行に返戻された場合、当行は当行所

定の期間経過後、当該ご利用カード・ワン

タイムパスワードカードを廃棄し本サービ

スを解約できるものとします。 

 

第６条（本サービスの依頼方法） 

（省略） 

 

第７条（照会サービス） 

（省略） 

 

第８条（振込・振替サービス） 

振込・振替サービスは、ご利用口座のうち契

約者が指定する口座について、振込み・振替お

よびそれらに付随する当行所定の取引を行うこ

とができるサービスです。 

（１）振込サービス 

ア．振込サービスの内容 

振込サービスは、契約者の端末からの

依頼にもとづき、契約者が指定するご利

用口座（以下「振込資金支払指定口座」

といいます。）から振込資金を払出しのう

え、ご利用口座を除く「全国銀行データ

通信システム」に加盟している当行また

は他行の国内本支店の預金口座（以下「振

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５条（本サービスの依頼方法） 

（省略） 

 

第６条（照会サービス） 

（省略） 

 

第７条（振込・振替サービス） 

振込・振替サービスは、ご利用口座のうち契

約者が指定する口座について、振込み・振替お

よびそれらに付随する当行所定の取引を行うこ

とができるサービスです。 

（１）振込サービス 

ア．振込サービスの内容 

振込サービスは、契約者の端末から

の依頼にもとづき、契約者が指定するご

利用口座（以下「振込資金支払指定口座」

といいます。）から振込資金を払出しの

うえ、ご利用口座を除く「全国銀行デー

タ通信システム」に加盟している当行ま

たは他行の国内本支店の預金口座（以下



込資金入金指定口座」といいます。）宛に

振込の依頼を行うサービスです。なお、

当行以外の金融機関宛の振込のうち、一

部の金融機関宛の振込については取扱い

できない場合があります。 

また、振込先の金融機関・口座の状況

により、入金までに時間を要する場合や

翌日以降に入金となる場合があります。 

イ．振込限度額 

（ア）振込サービスによる１回あたりの振

込金額（振込手数料先方負担の場合は

振込手数料を含みます。）は、当行所定

の金額の範囲内で申込書によりあらか

じめ契約者が届出た振込限度額の範囲

内とします。なお、申込書の振込限度

額記入欄に限度額の記入がない場合

は、当行所定の金額を振込限度額とし

ます。また、平日の夜間および銀行休

業日において、他行宛振込につき 1 回

あたりの振込金額を「全国銀行データ

通信システム」の仕様により制限する

ことがあります。ただし、当行は契約

者に事前に通知することなく振込限度

額を変更することがあります。 

（イ）契約者は、書面による届出または端

末からの操作により、届出た振込限度

額を変更できるものとします。なお、

変更する場合は当行所定の方法により

行ってください。 

（ウ）契約者が指定する管理者は、端末か

らの操作により、届出た振込限度額を

変更できるものとします。また、管理

者は届出た振込限度額の範囲内で、端

末からの操作により、管理者が指定し

た利用者の振込限度額を設定・変更で

きるものとします。 

ウ．振込指定日 

（省略） 

エ．振込手続 

当行は、前記第６条２項により依頼

内容が確定した場合は、原則として振

込指定日に、本サービス関連契約の各

約定の定めにかかわらず、預金通帳、

カード、払戻請求書、当座小切手、借

入請求書の提出なしに振込資金を振込

資金支払指定口座から払出しのうえ、

振込資金入金指定口座宛に振込手続を

行います。 

オ．振込手数料の引落し 

「振込資金入金指定口座」といいます。）

宛に振込の依頼を行うサービスです。な

お、当行以外の金融機関宛の振込のう

ち、一部の金融機関宛の振込については

取扱いできない場合があります。 

 

 

 

イ．振込限度額 

振込サービスによる１回あたりの振

込金額は、申込書によりあらかじめ契約

者が届出た振込限度額の範囲内としま

す。この振込限度額は当行所定の金額の

範囲内とします。なお、申込書の振込限

度額記入欄に限度額の記入がない場合

は、当行所定の金額を振込限度額としま

す。ただし、当行は契約者に事前に通知

することなく振込限度額を変更するこ

とがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ．振込指定日 

（省略） 

エ．振込手続 

当行は、前記第５条２項により依頼

内容が確定した場合は、原則として振込

指定日に、本サービス関連契約の各約定

の定めにかかわらず、預金通帳、カード、

払戻請求書、当座小切手、借入請求書の

提出なしに振込資金を振込資金支払指

定口座から払出しのうえ、振込資金入金

指定口座宛に振込手続を行います。 

オ．振込手数料の引落し 

（省略） 



（省略） 

カ．夜間振込停止の登録・解除 

当行所定の夜間時間帯については、

即時振込につき、取扱の可否を端末か

らの操作により登録・解除できるもの

とします（契約当初は不可で登録され

ます。）。 

（２）振替サービス 

ア．イ．（省略） 

ウ．振替手続 

当行は、前記第６条２項により依頼

内容が確定した場合は、原則として振

替指定日に、本サービス関連契約の各

約定の定めにかかわらず、預金通帳、

カード、払戻請求書、当座小切手、借

入請求書の提出なしに振替資金を振替

資金支払指定口座から払出しのうえ、

振替資金入金指定口座宛に振替手続を

行います。 

（３）（４）（省略） 

（５）依頼内容の変更・取消・組戻し 

前記第６条２項により依頼内容が確定

した場合は、依頼内容の変更または取消

は原則としてできないものとします。た

だし、振込・振替指定日を翌日以降とす

る場合は、当行所定の時限内であれば、

契約者は端末を用いて当行が指定する方

法により取消を行うことができるものと

します。また、当行がやむをえないもの

と認めて組戻しまたは変更を承諾する場

合には、当行は契約者から振込資金支払

指定口座店に当行所定の依頼書の提出を

受け、当行所定の組戻し手数料等を受入

れたうえで、その手続を行うものとしま

す。この場合、振込手数料相当額は返却

しません。 

（６）振込サービスにおける受取人口座名義の

自動表示 

振込サービスについて、当行所定の時

間においては、振込先の金融機関名・支店

名・預金種類・口座番号の指定に基づき、

受取人口座名義をサービス画面上に自動表

示します。 

なお、一部の金融機関への振込は、自動

表示の対象外となります。また、受取人口

座名義の自動表示の後、契約者が振込を中

断した場合、受取人口座名義の不正取得防

止のため、当行は自動表示機能を停止する

ことができるものとします。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（２）振替サービス 

ア．イ．（省略） 

ウ．振替手続 

当行は、前記第５条２項により依頼

内容が確定した場合は、原則として振

替指定日に、本サービス関連契約の各

約定の定めにかかわらず、預金通帳、

カード、払戻請求書、当座小切手、借

入請求書の提出なしに振替資金を振替

資金支払指定口座から払出しのうえ、

振替資金入金指定口座宛に振替手続を

行います。 

（３）（４）（省略） 

（５）依頼内容の変更・取消・組戻し 

前記第５条２項により依頼内容が確定

した場合は、依頼内容の変更または取消

は原則としてできないものとします。た

だし、振込・振替指定日を翌日以降とす

る場合は、当行所定の時限内であれば、

契約者は端末を用いて当行が指定する方

法により取消を行うことができるものと

します。また、当行がやむをえないもの

と認めて組戻しまたは変更を承諾する場

合には、当行は契約者から振込資金支払

指定口座店に当行所定の依頼書の提出を

受け、当行所定の組戻し手数料等を受入

れたうえで、その手続を行うものとしま

す。この場合、振込手数料相当額は返却

しません。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第９条（一括伝送サービス） 

（１）一括伝送サービスの内容 

一括伝送サービスは、契約者の端末か

らの依頼にもとづき、総合振込・給与（賞

与）振込・地方税納付・口座振替・経費精

算振込の各データを一括して伝送できるサ

ービスです。 

（２）総合振込サービス 

ア．総合振込の内容 

（ア）当行は、契約者からの依頼による「一

括伝送サービス」を利用した総合振込

事務を受託します。 

 

（イ）｢支払指定口座」は振込依頼の都度契

約者が端末で選択した代表口座または

利用口座とします。また、振込先とし

て指定できる取扱店は、｢全国銀行デー

タ通信システム」に加盟している当行

または他行の国内本支店とし、振込を

指定できる預金口座（以下「入金指定

口座」といいます。）は当行所定の種目

とします。 

（ウ）～（オ）（省略） 

イ．ウ．     （省略） 

エ．振込手続 

（ア）振込資金は、振込指定日の前営業日

の１９時までに支払指定口座へ入金し

てください。 

（イ）当行は、前記第６条２項により依頼

内容が確定した場合は、原則として振

込指定日の前営業日に、本サービス関

連契約の各約定の定めにかかわらず、

預金通帳、カード、払戻請求書、当座

小切手、借入請求書の提出なしに振込

資金を支払指定口座から引き出し、振

込手続を行います。 

（ウ）   （省略） 

オ．カ． （省略） 

キ．依頼内容の変更・取消・組戻し 

前記第６条２項により依頼内容が確

定した場合でも、当行所定の時限内で

あれば、契約者は端末を用いて当行が

指定する方法により取消を行うことが

できるものとします。また、当行がや

むをえないものと認めて組戻しまたは

変更を承諾する場合には、当行は契約

者から支払指定口座店に当行所定の依

頼書の提出を受け、当行所定の組戻し

 

第８条（一括伝送サービス） 

（１）一括伝送サービスの内容 

一括伝送サービスは、契約者の端末か

らの依頼にもとづき、総合振込・給与（賞

与）振込・地方税納付・口座振替の各デー

タを一括して伝送できるサービスです。 

 

（２）総合振込サービス 

ア．総合振込の内容 

（ア）当行は、申込書記載の代表口座店を

取りまとめ店として、契約者からの依

頼による「一括伝送サービス」を利用

した総合振込事務を受託します。 

（イ）｢支払指定口座」は代表口座とします。

また、振込先として指定できる取扱店

は、｢全国銀行データ通信システム」に

加盟している当行または他行の国内本

支店とし、振込を指定できる預金口座

（以下「入金指定口座」といいます。）

は当行所定の種目とします。 

 

 

（ウ）～（オ）（省略） 

イ．ウ．   （省略） 

エ．振込手続 

（ア）振込資金は、振込指定日の前営業日

の１７時までに支払指定口座へ入金し

てください。 

（イ）当行は、前記第５条２項により依頼

内容が確定した場合は、原則として振

込指定日の前営業日に、本サービス関

連契約の各約定の定めにかかわらず、

預金通帳、カード、払戻請求書、当座

小切手、借入請求書の提出なしに振込

資金を支払指定口座から引き出し、振

込手続を行います。 

（ウ）  （省略） 

オ．カ． （省略） 

キ．依頼内容の変更・取消・組戻し 

前記第５条２項により依頼内容が確

定した場合でも、当行所定の時限内であ

れば、契約者は端末を用いて当行が指定

する方法により取消を行うことができ

るものとします。また、当行がやむをえ

ないものと認めて組戻しまたは変更を

承諾する場合には、当行は契約者から支

払指定口座店に当行所定の依頼書の提

出を受け、当行所定の組戻し手数料等を



手数料等を受入れたうえで、その手続

を行うものとします。この場合、振込

手数料相当額は返却しません。 

 

（３）給与振込サービス 

ア．給与振込の内容 

（ア） （省略） 

（イ）｢支払指定口座」は振込依頼の都度契

約者が端末で選択した代表口座または

利用口座とします。また、受給者が振

込先として指定できる取扱店は、｢全国

銀行データ通信システム」に加盟して

いる当行または他行の国内本支店と

し、振込を指定できる預金口座（以下

「入金指定口座」といいます。）は、受

給者本人名義の口座で当行所定の種目

とします。 

（ウ）～（カ）（省略） 

イ．上限金額の設定 

１回あたりの振込上限金額は、前記

第８条１項記載の限度額と同一としま

す。ただし、当行は契約者に事前に通

知することなく給与振込における振込

限度額を変更することがあります。 

ウ．   （省略） 

エ．振込手続 

（ア）振込資金は、振込指定日の２営業日

前の１０時までに支払指定口座へ入金

してください。 

（イ）当行は、前記第６条２項により依頼

内容が確定した場合は、原則として振

込指定日の２営業日前の１０時以後

に、本サービス関連契約の各約定の定

めにかかわらず、預金通帳、カード、

払戻請求書、当座小切手、借入請求書

の提出なしに振込資金を支払指定口座

から引き出して別保管し、振込指定日

の２営業日前に振込手続を行います。 

（ウ）   （省略） 

オ．カ． （省略） 

キ．依頼内容の変更・取消・組戻し 

前記第６条２項により依頼内容が確

定した場合でも、当行所定の時限内であ

れば、契約者は端末を用いて当行が指定

する方法により取消を行うことができ

るものとします。また、当行がやむをえ

ないものと認めて組戻しまたは変更を

承諾する場合には、当行は契約者から支

払指定口座店に当行所定の依頼書の提

受入れたうえで、その手続を行うものと

します。この場合、振込手数料相当額は

返却しません。 

 

（３）給与振込サービス 

ア．給与振込の内容 

（ア） （省略） 

（イ）｢支払指定口座」は代表口座とします。

また、受給者が振込先として指定でき

る取扱店は、｢全国銀行データ通信シス

テム」に加盟している当行または他行

の国内本支店とし、振込を指定できる

預金口座（以下「入金指定口座」とい

います。）は、受給者本人名義の口座で

当行所定の種目とします。 

 

 

（ウ）～（カ）（省略） 

イ．上限金額の設定 

１回あたりの振込上限金額は、前記

第７条１項記載の限度額と同一としま

す。ただし、当行は契約者に事前に通知

することなく給与振込における振込限

度額を変更することがあります。 

ウ．   （省略） 

エ．振込手続 

（ア）振込資金は、振込指定日の３営業日

前の１７時までに支払指定口座へ入金

してください。 

（イ）当行は、前記第５条２項により依頼

内容が確定した場合は、原則として振

込指定日の３営業日前の１７時以後

に、本サービス関連契約の各約定の定

めにかかわらず、預金通帳、カード、

払戻請求書、当座小切手、借入請求書

の提出なしに振込資金を支払指定口座

から引き出して別保管し、振込指定日

の２営業日前に振込手続を行います。 

（ウ）  （省略） 

オ．カ． （省略） 

キ．依頼内容の変更・取消・組戻し 

前記第５条２項により依頼内容が確

定した場合でも、当行所定の時限内であ

れば、契約者は端末を用いて当行が指定

する方法により取消を行うことができ

るものとします。また、当行がやむをえ

ないものと認めて組戻しまたは変更を

承諾する場合には、当行は契約者から支

払指定口座店に当行所定の依頼書の提



出を受け、当行所定の組戻し手数料等を

受入れたうえで、その手続を行うものと

します。この場合、振込手数料相当額は

返却しません。 

（４）地方税納付サービス 

ア．地方税納付サービスの内容 

（ア） （省略） 

（イ）｢支払指定口座」は振込依頼の都度契

約者が端末で選択した代表口座または

利用口座とします。また、納付先とし

て指定できる地方公共団体は、当行所

定の地方公共団体とします。 

（ウ）～（オ）（省略） 

イ．～エ．   （省略） 

（５）口座振替サービス 

ア．～カ．   （省略） 

キ．振替資金の入金 

当行は、申込書記載の入金日に、振

替資金を振替依頼の都度契約者が選択

した代表口座または利用口座へ入金し

ます。 

ク．～サ．   （省略） 

（６）埼玉ネットワークサービス（ＳＮＳ） 

（省略） 

（７）経費精算振込サービス 

ア．経費精算振込サービスの内容 

(ア)当行は、契約者が契約者の役員ならび

に従業員（以下「受給者」といいます。）

に対して「一括伝送サービス」を利用

した振込により社内経費の精算等を行

う事務を受託します。 

(イ)「支払指定口座」は、振込依頼の都度

契約者が端末で選択した代表口座また

は利用口座とします。また、振込先と

して指定できる取扱店は、「全国銀行デ

ータ通信システム」に加盟している当

行または他行の国内本支店とし、振込

を指定できる預金口座（以下「入金指

定口座」といいます。）は当行所定の種

目とします。 

(ウ)振込依頼はあらかじめ指定された日

時までに所定の方法で行ってくださ

い。また、振込の受付にあたっては、

当行所定の振込手数料（消費税等相当

額を含みます。）を当行所定の方法によ

りお支払いいただきます。 

(エ)当行は、依頼を受けたデータにもとづ

き、振込指定日に入金指定口座に入金

するよう振込手続を行います。 

出を受け、当行所定の組戻し手数料等を

受入れたうえで、その手続を行うものと

します。この場合、振込手数料相当額は

返却しません。 

（４）地方税納付サービス 

ア．地方税納付サービスの内容 

（ア） （省略） 

（イ）｢支払指定口座」は代表口座とします。

また、納付先として指定できる地方公

共団体は、当行所定の地方公共団体と

します。 

 

（ウ）～（オ）（省略） 

イ．～エ．   （省略） 

（５）口座振替サービス 

ア．～カ．   （省略） 

キ．振替資金の入金 

当行は、申込書記載の入金日に、振

替資金を代表口座へ入金します。 

 

 

ク．～サ．    （省略） 

（６）埼玉ネットワークサービス（ＳＮＳ） 

（省略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



(オ)当行は、振込受取人に対して、入金に

ついての通知は行いません。 

イ．上限の設定 

１回あたりの振込上限金額は、前記

第８条１項記載の限度額と同一としま

す。ただし、当行は契約者に事前通知す

ることなく経費精算振込における振込

限度額を変更することがあります。 

ウ．振込指定日 

契約者は振込指定日として、当行所

定の銀行営業日を指定することができ

ます。 

なお、当行は契約者に事前に通知す

ることなく当行所定の銀行営業日を変

更することがあります。 

エ．振込手続 

(ア)振込資金は、振込指定日の前営業日の

１９時までに支払指定口座へ入金して

ください。 

(イ)当行は、前記第６条２項により依頼内

容が確定した場合は、原則として振込

指定日に、本サービス関連契約の各約

定の定めにかかわらず、預金通帳、カ

ード、払戻請求書、当座小切手、借入

請求書の提出なしに振込資金を支払指

定口座から自動振替により引出し、振

込手続を行うことができるものとしま

す。 

(ウ)なお、上記振込資金の自動振替が不能

となった場合は、当行は所定の時限ま

で再振替を行い、振込資金が決済され

たことを確認のうえ、振込手続を行う

ことができるものとします。 

オ．振込の不能事由等 

次のいずれかに該当する場合、当行

はその振込依頼はなかったものとして

取扱うことができるものとします。 

(ア)振込資金が、支払指定口座から払出す

ことができる金額（当座貸越により払

戻のできる金額を含みます。）を超え、

所定の時限までに自動引落ができなか

った場合。ただし、支払指定口座から

の払出しがこのサービスによるものに

限らず複数ある場合で、その払出しの

総額が支払指定口座より払出すことが

できる金額を超えるときは、そのいず

れかを払出すかは当行の任意としま

す。なお、振込資金決済が不能となっ

た振込依頼については、所定の時限後

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



に資金の入金があっても振込は行われ

ません。 

(イ)契約者より支払指定口座に関する支

払停止の届出があり、それにもとづき

当行が所定の手続を完了している場

合。 

(ウ)差押等やむを得ない事情のため、当行

が振込を取扱うことが不適当と認めた

場合。 

カ．振込資金の返却 

経費精算振込において「入金指定口

座該当なし」等の事由により振込先金融

機関から振込資金が返却された場合は、

当行はその振込資金を支払指定口座に

入金するものとします。この場合、振込

手数料相当額は返却しません。 

キ．依頼内容の変更・取消・組戻し 

前記第６条２項により依頼内容が確

定した場合でも、当行所定の時限内であ

れば、契約者は端末を用いて当行が指定

する方法により取消を行うことができ

るものとします。また、当行がやむをえ

ないものと認めて組戻しまたは変更を

承諾する場合には、当行は契約者から支

払指定口座店に当行所定の依頼書の提

出を受け、当行所定の組戻し手数料等を

受入れたうえで、その手続を行うものと

します。この場合、振込手数料相当額は

返却しません。 

（８）全銀会計情報サービス 

ア．全銀会計情報サービスの内容 

全銀会計情報サービスは、契約者が

あらかじめ指定した対象口座に関し、あ

らかじめ指定した口座情報（振込入金・

入出金明細のいずれかまたは両方）につ

きあらかじめ指定した取得契機で「全銀

形式」・「ＣＳＶ形式」でのダウンロード、

「ＰＤＦ形式」での印刷ができるサービ

スです。 

イ．口座情報 

（ア）口座情報は、契約者の端末操作によ

り取得するものとします。 

（イ）口座情報は、契約者が取得した後も、

その取引内容に変更または訂正が生じ

た場合は、当該内容を変更することが

あります。 

（ウ）口座情報について瑕疵があったと

き、または、その他の事由により契約

者および当行の業務に支障を来たす恐

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



れがあるときは、契約者・当行の双方

が協力して対策を講ずるものとしま

す。 

ウ．未受信データの抹消 

当行は、契約者が当行所定の期間口

座情報を取得しない場合、契約者に通知

することなく、当該期間以前の未受信デ

ータを抹消できるものとします。 

第１０条（料金払込サービス〈pay-easy（ペイ

ジー）〉） 

（１）料金払込サービス〈pay-easy（ペイジー）〉

の内容 

（省略） 

（２）限度額の設定 

１回あたりの限度額は、前記第８条１

項記載の限度額と同一とします。ただし、

当行は契約者に事前に通知することなく

払込限度額を変更することがあります。 

（３）払込手続 

当行は、前記第６条２項により依頼内

容が確定した場合は、本サービス関連契

約の各約定の定めにかかわらず、預金通

帳、カード、払戻請求書、当座小切手、

借入請求書の提出なしに払込資金を払込

資金支払指定口座から払出しのうえ、払

込手続を行います。 

 

      （削除） 

 

（４）払込の不能事由等 

（省略） 

（５）依頼内容の変更・取消 

ア．前記第６条２項により依頼内容が確定

した場合は、依頼内容の変更または取消

はできないものとします。 

イ．ウ．（省略） 

 

第１１条（メッセージ・電子メール通知サービ

ス） 

（省略） 

 

第１２条（総合振込サービス全銀ＥＤＩ（ＸＭ

Ｌ形式）および全銀会計情報サービス全銀ＥＤ

Ｉ（ＸＭＬ形式）） 

総合振込サービス全銀ＥＤＩ（ＸＭＬ形式）

または全銀会計情報サービス全銀ＥＤＩ（ＸＭ

Ｌ形式）（以下「両サービス」といいます。）の

利用にあたっては、前記第９条の２項、８項お

よび次によるものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９条（料金払込サービス〈pay-easy（ペイジ

ー）〉） 

（１）料金払込サービス〈pay-easy（ペイジー）〉

の内容 

（省略） 

（２）限度額の設定 

１回あたりの限度額は、前記第７条１項記

載の限度額と同一とします。ただし、当

行は契約者に事前に通知することなく払

込限度額を変更することがあります。 

（３）払込手続 

当行は、前記第５条２項により依頼内

容が確定した場合は、本サービス関連契

約の各約定の定めにかかわらず、預金通

帳、カード、払戻請求書、当座小切手、

借入請求書の提出なしに払込資金を払込

資金支払指定口座から払出しのうえ、払

込手続を行います。 

（４）銀行手数料の引落し 

銀行手数料の引落方法は前記第７条１

項記載の方法と同一とします。 

（５）払込の不能事由等 

（省略） 

（６）依頼内容の変更・取消 

ア．前記第５条２項により依頼内容が確定

した場合は、依頼内容の変更または取消

はできないものとします。 

イ．ウ．（省略） 

 

第１０条（メッセージ・電子メール通知サービ

ス） 

（省略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 



（１）全銀ＥＤＩ 

全銀ＥＤＩとは、企業間の総合振込に

係る電文を、金融ＥＤＩ情報を搭載した

ＸＭＬ電文とすることにより、支払企業

と受取企業における会計・経理事務の効

率化を図るサービスです。 

（２）全銀ＥＤＩシステム 

全銀ＥＤＩシステムは、全銀ＥＤＩを

実現するための一般社団法人全国資金決

済ネットワークが運用するプラットフォ

ームです。 

（３）全銀ＥＤＩシステムの内容 

ア．対象とするサービス 

（ア）総合振込サービス全銀ＥＤＩ（Ｘ

ＭＬ形式） 

総合振込サービス全銀ＥＤＩ（Ｘ

ＭＬ形式）の利用を申込み当行が承

諾した契約者は、金融ＥＤＩ情報を

ＸＭＬ形式の総合振込データに付加

して送信できるものとします。 

（イ）全銀会計情報サービス全銀ＥＤＩ

（ＸＭＬ形式） 

全銀会計情報サービス全銀ＥＤＩ

（ＸＭＬ形式）の利用を申込み当行

が承諾した契約者は、金融ＥＤＩ情

報が付加されたＸＭＬ形式の取引明

細データを受信できるものとしま

す。 

イ．サービス利用時間 

両サービスの利用時間は、一般社団

法人全国資金決済ネットワークが定め

る時間内で当行が定める所定の時間と

します。 

ウ．サービスの停止 

全銀ＥＤＩシステムが障害により稼

動継続が不可能となった場合、両サービ

スにおいて金融ＥＤＩ情報の振込デー

タへの付加を抑止することがあります。 

（４）免責 

前記３項ウ．の金融ＥＤＩ情報付加抑

止の場合、支払企業と受取企業間におい

て全銀ＥＤＩシステム外の手段で金融Ｅ

ＤＩ情報を連携することとします。この

取扱のため生じた損害については、当行

は責任を負いません。 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上 

 

 ２．改定日 ２０２１年 1１月２２日（月） 

以上 


